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関アスレを認定こども園へ 拙速な移行に反対
関町にある公立の「関乳幼児センターアスレ」（同一敷地内に幼稚園と保育園が合

築して建てられています）。市はこの園舎で「子ども・子育て支援事業計画」の一つ

として「認定こども園」へ移行するための条例制定を提案してきました。

福沢みゆき議員は、本会議と教育民生委員会で問題点を質してきましたが、今、

アスレを認定こども園へ移行する理由と必要性がなく、今後民間事業者へ波及した

場合の問題も考慮し、急いで移行する必要がないと指摘しました。

民間のこども園への突破口 市の責任が後退し、保育の質の低下が心配
この条例は、アスレを市内初めての認定こども園とする設置条例です。亀山市の子ども・子育て支援事業計画

では平成３１年までに３つの認定子ども園の設置を目標としていることから民間の子ども園の突破口ともなりう

る重要なものです。民間による設置の場合は、議会に設置条例は上がってきません。

国は保育所を認定こども園へ移行することについて推奨はしていますが強制はしていません。議案質疑でも

質しましたが、デメリットを一言で言うならば『保育に対する自治体の公的責任が後退し、保育の格差が拡大し、

質の低下が心配される』ことです。

児童福祉法第２４条第１項で「保育しなければならない」と公的責任がしっかり明記されているのは「保育所」

のみであり、「認定こども園」などその他の保育事業については、第２項にまとめられ「措置を講じる」という

表現の後退した形での責任の取り方となっています。

保育所以外は「施設との直接契約」 退園を迫られることも・・・
また、契約の仕方も保護者にとっては一見何も変らないように見えますが、保育所以外は「施設との直接契約」

となるため、法律上は園の都合で入所できない、退所を迫られるなどの可能性が出てきます。市は、どんな状況

であろうと監査もあり保育の質を下げるようなことはしないと答弁しましたが、法律の文言がそうは読み取れな

い以上、拙速に認定こども園への移行を進めるべきではないと考え、党議員団はこの条例には反対しました。

学童保育所利用料 一人親の助成をしない唯一の市
福沢議員は一般質問で、学童保育所（放課後児童クラブ）を取り上げ、雨漏りがひどく手狭となっている昼生

て ぜ ま

の学童保育所を公設で建て替えることと一人親家庭の利用料支援事業を質しました。

児童手当を受給している一人親家庭の児童にかかる利用料を減免している学童保育所には、県の制度で児童一

人当たり３千円の助成制度があります（下の表が県下１４市の実施状況）。表の通り、亀山市は唯一、助成をし

助成している いなべ市、桑名市、四日市市、伊賀市 ておらず今後もやる予定のない市です。

名張市、松阪市、伊勢市、志摩市 福沢議員は、一人親家庭で小学校や学童保育

鳥羽市、尾鷲市、熊野市 所の負担がどれだけになるかも示し、県の制度

今後助成する予定 鈴鹿市、津市 の活用を求めましたが「検討する」としか答弁

助成していない 亀山市 しませんでした。

昼生の学童保育所を放置 老朽化が進み、４０度超えの暑さなのに
また、昼生小学校区の学童保育所は設立後６年が経過し、中古のプレハブのため老朽化が激しく、ことに夏の

暑さはひどく、壁が薄いせいか室温が４０度を超すことも多く、雨漏りもあり漏電も心配です。こどもたちが学

校にいるよりも長い時間を過ごす生活の場としてはもう限界です。福沢議員は、学童保育所や亀山市学童保育連

絡協議会から建て替えの要望をあげても一向に市の前向きな回答がないため、今回、質問で取り上げました。

今や県下でも公設を基本として学童保育所を整備している市が８市もあり、国の補助金もあります。しかし何

度質問しても答えをはぐらかし、結局は「待機児童対策を優先して」学童保育所の整備をするとの答弁でした。

建物の老朽化などのひどさを具体的に示してもこんな答弁しかしない市の姿勢には怒りを覚えました。



正規職員の割合が県下で最低 専門職に多い非正規
服部こうき議員は、予算決算委員会で市職員の正規職員と非正規職員の割合を取り上げました。人事情報室

に、県内１４市から聴き取りをした資料をもらい、それを表にしたのが左下の「県内１４市の正規職員と非正規

正規職員の割合 市 名 職員の割合」です。最も正規職員の割合の高いの

７０％台 四日市市、尾鷲市 が四日市市と尾鷲市で約７割、９市が６割台で続

６０％台 津市、名張市、鳥羽市、鈴鹿市、志摩市 き、最も低いのが亀山市で５１％しかありません。

桑名市、伊勢市、松阪市、伊賀市 １，１４２人のうち正規が５８３人で非正規が

５０％台 いなべ市、熊野市、亀山市（５１．１％） ５５９人という異常な職員体制です。

保育士などは正規と同じ仕事をしながら待遇に差がありすぎる
５５９人の非正規職員のうち、職名別に見ると多いのが保育士の９１人、事務補助の７５人、介助員の６９人、

給食調理員の５７人、看護師などの２２人となっており、人数は少ないですが幼稚園教諭９人、図書館司書７人、

保健師３人、学芸員２人などの専門職でも非正規職員が配置されています。保育士や看護師、保健師、学芸員、

図書館司書など資格が必要な専門職は仕事上、正規職員と同じ責任を持ち同じ仕事をしていますが、賃金などの

待遇は正規職員と比べ大きな格差があります。亀山市の市民サービスはこうした非正規職員の頑張りもあり、維

持されているのです。こうした非正規職員の待遇改善を求めるとともに、正規職員を配置すべきところには正規

職員を採用し、正規職員の割合を高めるよう求めました。

椋川流域で進む宅地開発 増水、氾濫の危険性が増大
服部議員は一般質問で、椋川流域で進む宅地開発と台風のたびに避難勧告などが出されるこの地域での防災と

年度 計画区画数 分譲区画数 の関係を質しました。左の表は、過去６年間の小規模宅地開発を示すもので、

平成２１ ４４ 計画中のものと分譲された区画数を表したものです。最近、３年間は開発が

２２ ３３ 増え、地域的には羽若町、川合町、川崎町、田村町などで目立っています。

２３ ０ 羽若町や川合町での開発は、雨水が椋川へ流れ込み水害の危険性を高めて

２４ １１ ７５ います。また椋川上流部には、液晶産業などの大規模な工業団地が開発され、

２５ ８７ ３３ さらに豊田自動織機によるテストコースの開発も計画されています。

２６ ７９ ０ こうした開発地の多くは、もともとは山や田んぼなどで雨水を保水する機

１７７ １８５ 能を果たしていた所であり、そこが開発され保水されないだけでなく、逆に

雨水などの排水が多くなり、椋川への負荷が大きくなっています。また、空き家の増加が問題となっている中で

の宅地開発は、将来的に更なる空き家を生み出すことになります。服部議員はこうした無秩序な開発を規制し、

市が実効性のあるまちづくりの計画を持ち、その方向へ規制、誘導できる都市計画づくりを求めました。

中学校給食 完全給食以外に選択肢はない
服部議員は一般質問で中学校給食を取り上げ、亀山中学校と中部中学校で実施しているデリバリー方式をや

めて関中学校で実施している完全給食（米飯又はパン、おかず、牛乳）に統一することを求めました。完全給

食を求める理由の第一は、平成１９年１２月の伊東前教育長の答弁で示された「デリバリーはとりあえずのも

の。ずっとではなく今後、見直しがある」という見解です。第二の理由は、保護者のアンケートで三中学校と

も完全給食を求める意見が大多数であるということです。

第三の理由は、合併後１０年が経過しているのに中学校給食は未だに統一されていないという異常な事態に

あり、関中学校に合わせ完全給食にする以外にないということです。さらにこうした完全給食の実施は、全国

的に見れば圧倒的であり、県内でも完全給食の実施がどんどん増えています。文部科学省も告示で完全給食の

実施を求めています。

以上のような根拠を示し、完全給食以外に選択肢がないことを明らかにし、早期に実施するよう求めました。
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